




第４期地域福祉実践計画について

は　じ　め　に

　世界経済のグローバル化が進み、中国やインドの経済発展の影響や産油国の民主化運動等
の影響で、雇用の悪化や経済の流動化が激しくなり、更に3月の東日本大震災の影響で、大
変厳しい社会情勢となっています。
　また、団塊の世代が65歳以上の高齢者となり高齢化率も急激に上昇するという、未だかつ
て経験したことのない社会に入ります。
　そうした中で、住んでいる地域では互いにささえ合い助け合う繋がりが希薄になり、家庭
の中でも介護力や養育力が低下していると言われています。
　こうした状況から、地域住民・行政・関係機関などがどのように連携・協働しながら地域
福祉を推進していくかが課題となっており、社会福祉協議会（以下、「社協」という）の役
割である、福祉の実践による互いに助け合う社会の構築に向けた努力と行動力は益々重要に
なってきました。
　社会福祉法によって『地域福祉を推進する団体』として位置付けられている社協は、市民
の善意で事業を実施していますが、市民が地域や家庭で困っていることや、不安に思ってい
ることの解決策を探るために、平成22年度に市民アンケートを実施し、2,500人弱の方から
回答をいただきました。
　これらの結果を受けて、平成23年度から５カ年計画で第4期地域福祉実践計画としてまと
めました。
　本来なら第３期計画の総括により、第４期の取組みがあるのですが、諸般の事情により作
成に至らず、そのため５年間の空白を埋めるためにも方策づくりに意をつくしました。
　解決策としては、全国の先進事例・隣り街で成果の上がっている事例・独自に試験的に行
った事業等を取り入れております。
　特に、緊急通報装置は、全国に使用事例がないセンサー（熱･カメラ）で通報支援をする
方法で、現在、民間業者と道工業試験場とで開発中で、成果が期待されるところです。
　最後に、本計画策定にあたっては、全ての民生委員の方々・地区社協・ボランティア連絡
会・関係する行政等の支援があって出来上がったものと感謝申し上げます。
　今後は、福祉の実践により、市民が室蘭に住んで良かったと思われる成果によって、皆様
からの善意に対するお返しが出来るものと考えております。
　

社協の行動目標
　①　チーム・ザ・社協の行動力で互助社会の構築を目指す。
　②　福祉団体・ボランティア団体との連携で福祉の問題点を解決する。
　③　市民力を福祉に活かすコーディネートの実行。

平成23年７月

室蘭市社会福祉協議会

　会　長　　大久保　　昇
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アンケートの主旨
１．地域で生活をしていて困っていること、家庭の中で生活をしていて不安に思っている

ことについて調査をした。
２．回答者の負荷を考え、全体の質問数を19問と少なくし、高齢者に対する質問を50％と

し、ボランティア活動（２問）、子育て（３問）、障がいのある方の生活（３問）、コ
ミュニティービジネス（１問）についてそれぞれ質問をした。

３．選択肢は、解決策が想定できるものを極力織り込み、具体的な支援策を選べるように
工夫をした。

アンケート結果の分析（現状と課題）
　地域・家庭の中で困っていることや不安に思っていることの地域課題はある程度把握され、
現段階での課題として以下の数点をあげる。

１．食事に関する応援では、「宅配弁当」の要望が38%、「コミュニティ・レストラン、
カフェ」に行きたいが50%と、日時が決められた食事会よりも、好きな時間にいつでも
行ける方式を望む人が多い。

　　食事に対する個人負担は、500円程度と考えていることがわかった。
２．一人暮らしをしていて何かあった時に助けて貰いたい内容として、「除雪」52%、

「緊急連絡システムの設置」が54%と、半数以上の人が緊急時の支援の必要性を訴えて
いる。

３．健康的に自立した生活を送るために希望することは、「集合場所の提供」52%と皆が
集まる場所、サロンのような気軽に行ける場所、人とかかわる場を求めていることがう
かがえる。

４．高齢者サロンに参加する場合、どのようなことを期待するのかに対しては、近所での
開催の希望が55%、知人からの誘いが46%と、参加のきっかけを求めていることがうか
がえる。

５．買い物支援については、生鮮食料品等の宅配希望が52%と半数を超えた。これは、買
い物に行けない、近くに小売店が無くなったなどの理由が考えられる。

６．自分の個人情報を、いざという時のために近所や地域の人たちに伝えておくことにつ
いては、「限られた範囲なら良い」が31%、「近所の人に伝えて良い」が45%と、自分
の情報を伝えてかまわないとする人は合わせて76%を占めた。

　　個人情報保護といわれているが、強い抵抗感のある人は12%と予想より少なく、緊急
時に支援を求めている人が多い事が判った。

　以上のことから、地域による、より充実した福祉活動が必要と考えている。
　毎年実践内容を市民の皆様に報告し、評価を受けながら次年度に活かしてまいります。
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Ⅰ　すこやか支援

現　状

　高齢者の閉じこもり防止や健康増進、子育て世帯の育児不安解消・リ
フレッシュなどを目的に、交流の場として「高齢者サロン」・「子育てサ
ロン」を実施している。それぞれ市内３カ所で民児協や地区社協が月１
～２回開催し、年間１カ所あたり「高齢者」６万円、「子育て」１２万円
を助成している。
　また、市内では、いろいろな団体が、サロン活動を展開している。

課　題

　今後、一人暮らしの高齢者等の支え合いを進めるにはサロン事業はも
っとも効果的であり、歩いて通える距離での開設・普及が望ましいと考
えられる。
　しかし、現行方式での拡大では、社協の費用負担が増えることもあり、
運営が困難となることも考えられる。

解決の方向
　サロン事業の市内一円への開設普及と利用促進・継続運営のためには、
開催回数、開催場所などの運営方法や、費用負担のあり方など、総合的
視点からの見直しをする。

実践項目 連携
団体等 22 23 24 25 26 27

（１）「高齢者サロン」・「子育てサロン」の課題整理

現運営者①サロン実践者との検討会を通じ、課題整理と今
後のありかたの検討・協議

検
討

（２）新たなサロン方式の研究・情報提供

地区社協
民児協
町内会
老人クラブ

①「地域のお茶の間」など新たな方式の研修会・
見学会等を通じた理解促進

実
施

②開設普及・拡大への支援

研
究
・
検
討

※地区福祉協議会を以下、地区社協という。
※民生委員児童委員協議会を以下、民児協という。
※連合町会協議会を以下、連合町会という。

重点推進項目 １　サロン事業の普及
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Ⅰ　すこやか支援

現　状
　一人暮らしの方々の閉じこもり防止、交流を目的とし、充実した日々
の生活を送ってもらえるように、各地区社協の主催で、年１回 70歳以
上の方を招待し、ふれあい昼食会を実施している。

課　題

①社協予算で一人当たり食費 900 円とボランティア保険料 28円を助成
している。
②この１事業のみで年間の地域福祉活動予算（一般財源）の約半分を占
めている現状がある。
③参加率 34％をさらに向上させるには、現行方式の見直しを必要として
いる。
④地区によっては、参加者が入る会場の確保が難しい。

解決の方向
　会食を通じたお元気支援を効果的に継続させるには、開催回数、開催
場所などの運営方法や、費用負担のあり方など、総合的視点からの見直
しをする。

実践項目 連携
団体等 22 23 24 25 26 27

（１）ふれあい昼食会の課題整理

地区社協
老人クラブ
連合町会

会長・幹事長会議等を通じ、課題整理と今後のあ
り方の検討・協議

実
施

（２）新たな食事の提供への普及・検討

①新たな方式の研修会等を通じた理解促進
　（例）自己負担により実施している食事会等

実
施

②弁当宅配方式の普及への検討

（３）地域食堂手法の研究・普及

事業者等
①市内外の展開情報の収集・発信

実
施

②実施検討者への相談支援、実施者の情報交換の
場設置

重点推進項目 ２　食を通じたお元気支援
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Ⅰ　すこやか支援

現　状

①室蘭市が介護予防教室を実施している。
②今後、高齢化が進む中、年をとっても、慣れ親しんだ家で健康に過ご
すことが、多くの人の希望であり、「介護予防」は、そういった意味で
重要性が増してきている。

課　題 「介護予防」に対して、市民の理解度が十分でなく、その重要性が市民の
意識に十分浸透していない。

解決の方向 ①参加者への呼び掛け手段として、住民同士の誘い合いを進める。
②「介護予防」について、市民一人ひとりに、必要性を促す。　

実践項目 連携
団体等 22 23 24 25 26 27

（１）介護予防の推進
室蘭市
地区社協
民児協
町内会
地域包括支
援センター
老人クラブ

①福祉委員の研修会等で、介護予防の勉強会を実
施

実
施

②「介護予防教室」への福祉委員などによる参加者
への呼びかけや協力体制の充実

実
施

重点推進項目 ３　心と体の健康支援
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Ⅱ　お困りごとの応援

現　状 　家の近所に店がない、足が悪くて買物ができないなど、買物に不自由
している地域住民が存在する。

課　題

　販売業者による宅配サービスは拡大しつつあるが、新鮮な商品を近場
で買物する機会が少なくなり、また、販売者や近隣との買物を通じた交
流機会も乏しい状況。高齢化等により、買物応援が必要な地域住民が増
えると予想される。

解決の方向 　町内会等と生産者や販売事業者の連携による移動販売・街角市・宅配
サービスの普及目指し、社協は両者を結びつける。

実践項目 連携
団体等 22 23 24 25 26 27

（１）移動販売・街角市・宅配サービスの普及

連合町会
販売業者
生産者
ボランティア

①近所にお店がない地域を把握し、その町内会か
ら地域状況の聞きとり

実
施

②地域のお店に町内会での情報を提供・宅配サー
ビス等の依頼

実
施

③移動販売等を希望する地域町内会を募集

実
施

④地域住民の要望調査
　（販売場所や希望する商品内容など）

⑤集約した要望を業者に情報提供

⑥生産者・販売業者に移動販売等の実施に向けた
依頼

実
施

⑦移動販売等の実施・情報整理 実
施

重点推進項目 １．買物応援
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Ⅱ　お困りごとの応援

現　状

　毎年、ボランティアセンターに寄せられる雪かきの要望は増加傾向に
あり、市民アンケートの生活支援分野でも一番要望が多かった。その背
景には、高齢化にともない自力での雪かきが困難な世帯が増加している
ことや業者の個人対応は排雪が主であり、料金が生活を圧迫しかねない
状況などが考えられる。

課　題 　雪かき応援を必要とする高齢者等が増加する中、専門業者や行政施策
にのみ依存している。

解決の方向 　地域住民の助け合いで雪かきを応援できないかという視点にたち、手
助けできる人と応援を必要とする人を結びつける。

実践項目 連携
団体等 22 23 24 25 26 27

（１）雪かき応援のモデル実施

ボランティア
連合町会
民児協
地域包括支
援センター

①モデル地区の選定実施

実
施

②雪かき応援の仕組みづくり

③雪かきレンジャー・お困りさんの募集

④雪かきレンジャーとお困りさんを結びつける

（２）対象地域の拡大

①モデル地区実践報告、定着・拡大に向けた取り
組み

実
施

②雪かきレンジャー・お困りさんの募集

③地域問題を市民と共有

④雪かきレンジャーとお困りさんを結びつける

※雪かきレンジャーとは…社協に登録して、高齢者世帯などの雪かきをする人。

重点推進項目 ２．雪かき応援
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Ⅱ　お困りごとの応援

現　状

①ボランティアによる手助けを求める人の多様化。
②10代～ 30代のボランティア活動希望者が僅かながら増加傾向にある。
③ボランティア活動を希望している人は、地域に潜在していると思われ
る。

課　題

①ボランティア活動は、退職者や女性の行うものだという受け止め方が
多い。
②ボランティア参加への意識はあっても、どのような手助けが、いつ、
どこで、どの程度必要とされているのかが具体的にわからない。

解決の方向
①身近なお困りごとを共有する。
②福祉ボランティア活動を啓発する。
③担い手を若年時から養成する。

実践項目 連携
団体等 22 23 24 25 26 27

（１）地域住民のお困りごとを周知

民児協
地域包括支
援センター
連合町会
ボランティ
ア団体
学校
市民活動セ
ンター

①地域のお困りごとを把握
　（地域包括支援センター等との情報交換）

実
施

②お困りごと情報の公開
　報道機関・ホームページ等を活用し、現状を市
民と共有

実
施

（２）ボランティア活動への応援

①ボランティア体験講座の実施（入門編） 実
施

②ボランティア養成講座の実施（シリーズ編） 検
討
実
施

③小中学校との連携による福祉教育の推進 実
施

④ボランティアセンターの利用促進
　（手助けを求める人とボランティア活動者との調
整、地域のお困りごとと企業活動の調整など）

実
施

⑤市民を対象とした講演会等の実施 検
討
実
施

重点推進項目 ３．だれでも・いつでもボランティア

− 9 −



Ⅲ　緊急支援

現　状
　一人暮らし高齢者等を対象に、民生委員と福祉委員等が連携し、見守
り・声掛け等の支援を行う「たすけあいチーム」が活動しており、その
基礎情報としての福祉台帳の作成を民生委員に依頼し調査している。

課　題 　チームごとに活動内容のバラつきがあり、福祉台帳等の基準の整理・
見直しが必要。

解決の方向
①「たすけあいチーム」としての活動の強化と、拡大・普及を目指す。
②「福祉台帳」等の情報を活用し、地図情報と融合しながら、具体的な
支援のあり方を考える「支え合いマップ」作りの普及を目指す。

実践項目 連携
団体等 22 23 24 25 26 27

（１）「たすけあいチーム」の再編・充実

民児協
地区社協
連合町会

①「たすけあいチーム」事業の見直し

実施要領の見直し 実
施

「福祉台帳」の項目の見直し 検
討
実
施

取組み事例の情報共有 実
施

②「たすけあいチーム」の拡大・普及

福祉委員不在地域の解消 実
施

小地域福祉活動についての、勉強会等の実施 実
施

（２）地図を活用した支援

室蘭市
ボランティ
ア団体

①「住民流支え合いマップ」作りの普及・促進

取組み支援のための費用を助成 実
施

民児協・地区社協の合同研究会などの実施 実
施

（３）災害時援護体制の構築

①災害弱者の把握と、市防災体制への協力 実
施

②災害ボランティア体制の構築 作
成
訓
練

重点推進項目 １．もっとささえ上手に
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Ⅲ　緊急支援

現　状
　一人暮らし高齢者は年々増加しており、住民・事業者など地域での見
守り活動の意識が高まっている。また、緊急時にセンサー等で異変を自
動的に通報する機器への関心も高まっている。

課　題
①家の外からの異変察知には、限界がある。
②緊急通報装置は、一般的に利用料（維持費）が高く、専門業者による
設置工事が必要な場合等、積極的導入が難しい場合がある。

解決の方向 ①自分の安否（健康）を、周囲に知らせる仕組みの普及を目指す。
②異変を感知し、自動通報する装置の普及を目指す。

実践項目 連携
団体等 22 23 24 25 26 27

（１）安否メッセージ発信の普及

連合町会
民児協
地区社協

①地域・町内会への説明会開催 実
施

②他支援機関との連絡体制構築支援 実
施

（２）誕生日ハガキ活動

　生活応援を希望する高齢者等と、誕生日のメッ
セージカードを通して、コミュニケーションを深
めながら、生活のお困りごとや相談などに対応す
る活動
（例：家具の移動、電球の交換など）

実
施

（３）生活リズムセンサー型緊急通報システム開発の
　　　促進・普及支援

商品開発す
る企業
室蘭市
地域包括支
援センター

①既存品の改良など、開発協議への参加 実
施

②高齢者世帯等への普及促進活動 実
施

重点推進項目 ２．もっと助けられ上手に
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Ⅲ　緊急支援

在宅高齢者情報 《　市　》高齢者実態調査 《　社協　》福祉台帳作成調査

現
　
状

情報収集 毎年６月頃に、民生委員の協力で
65歳以上の高齢者を訪問調査

市の高齢者実態調査に合わせ、民
生委員の協力で、障害者も含めた
要支援者宅を訪問調査

調査項目 世帯区分、自宅の鍵の保管先、声
かけの可否、緊急時の連絡先　等

①身体状態　②福祉サービス利用
状況　③非常時の連絡先　等

管理・運用
世帯区分別の統計数値として把握
鍵保管状況のみ世帯別管理、緊急
時の連絡

要支援者ごとに台帳管理

課　題
支援の必要性や身体・生活状況な
どの個人着目の情報は所管部署に
照会必要

福祉台帳調査時点以後の状況変化
は、担当民生委員が日常活動で知
りえる範囲にとどまる

解決の方向
　市及び社協がそれぞれ取得した高齢者情報のうち、要支援に関する情
報等を一元管理し、併せて地域福祉に関する唯一の法定民間組織である
社協も、支援対応の必要の範囲で入力・閲覧できるようにする

実践項目 連携
団体等 22 23 24 25 26 27

（１）個人情報保護法に基づく情報管理基準の整備と順守

室蘭市

①個人情報保護法令に関する職員研修実施 実
施

②個人情報取扱関係規定整備 実
施

③各種申請書・調査書等の様式の個人情報取得・
提供に関する同意条項付加改正

実
施

（２）市の高齢者システムとの情報の一元化と共有

①室蘭市情報公開・個人情報保護審査会の承認 実
施

②入力項目整理とデータ入力 実
施

③社協に端末機器を設置し、適性な運用 実
施

重点推進項目 ３．要支援情報の共有と適性運用
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Ⅳ　ささえの基盤安定

現　状 　ご近所の支え合いは、地区社協の福祉委員をはじめ、民生委員、老人
クラブ、ボランティアなど福祉関連団体等との協力で取組んでいる

課　題 　福祉委員や民生委員と町内会との関係が希薄な地域もあり、それぞれ
が福祉的行事を行うなど、地域での総合力の発揮に結びついていない。

解決の方向 　地域での総合力が発揮できるよう、そのための意識・仕組み作りのた
めに、連携の強化を進める。

実践項目 連携
団体等 22 23 24 25 26 27

（１）連合町会協議会との連携強化

連合町会
室蘭市

①定期的情報交換会の開催（他都市の情報収集）
協
議
・
実
施②町内会の行事等と福祉団体等が実施する事業と

の融合

重点推進項目 １．地域力の結集
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Ⅳ　ささえの基盤安定

現　状
　福祉サービスの費用は、一部の受託事業などを除き、社協収入の３本
柱である社協会費・寄付金品・共同募金委員会の助成金に依存しており、
その収入動向の影響を大きく受ける。

課　題
　会費収入の拡充のためH16年に社協会費を値上げしたが、市内人口の
減少・町内会の加入世帯の減少などにより、逆に収入３本柱の合計額は
減収の一途であり、このままでは社協サービスの維持・継続が困難な状況。

解決の方向
　今後も一層減収傾向が想定されるため、現行の福祉サービスの費用対
効果などの視点に立ち、点検・見直しを進め、お困り支援に真に必要な
事業を選択するとともに、財源の確保に努める。

実践項目 連携
団体等 22 23 24 25 26 27

（１）財政基盤の確立

地区社協
地区民協
連合町会
室蘭市

①事業の点検・見直し

検
討
実
施②会費の増収に向けた取り組み

③その他の収入の確保

重点推進項目 ２．推進可能な社協の体制強化
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Ⅳ　ささえの基盤安定

現　状

現在以下にあげる広報活動を行っている。
①社協機関誌「福祉だより」：市広報紙折込で年 2回全世帯に配布
②室蘭民報社より紙面の無料提供を受け、月１回「ボランティア・福祉
通信」を掲載
③随時のトピックス報道依頼
④ホームページ開設・運営

課　題

　社協の事業内容や取組みを、多くの市民に報告し、理解と協力の輪を
広げるサイクルが不可欠であり、中でもホームページでの情報の受発信
が一般化しているが、本会ホームページの更新は進まず、情報の受発信
が停止している。

解決の方向 更新方法を見直す。

実践項目 連携
団体等 22 23 24 25 26 27

（１）ホームページによる情報提供の促進

①ホームページの全面改修
　（項目の見直し・整理、利用しやすさへの工夫）

準
備
実
施

②随時更新と問い合せ窓口としての機能充実 実
施

重点推進項目 ３．情報発信力の強化
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資　料　編

■地域福祉実践計画についてのアンケート

　・実施内容

　・集計結果（抜粋）

■社協収入の推移

　・主な財源（会費収入・寄付金収入・共同募金助成金収入）の推移

　　※平成15年度～平成22年度

■社協の広報活動

　・福祉だより（年２回発行）NO.135

　・室蘭民報　ボランティア・福祉通信（毎月1回掲載）

　　※平成20年４月からスタート
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地域福祉実践計画作成に伴うアンケートの実施について

1.　目　　的

２．調査期間

３．方　　法（依頼先）

　室蘭市社会福祉協議会では、「市民の生活がもっと便利に

なること」を目標に平成23年度から平成27年度までの間、地

域福祉実践計画を策定することにいたしました。

　そこで、市民、ボランティア団体、町会・自治会長の声を

聞き、計画に反映するために、アンケートを実施することに

いたしました。

平成22年６月１日～６月31日　　　　　

①１名の民生委員児童委員に

　無作為に10世帯配布依頼　　　　　　　　　２,５６０部

②町会長・自治会長に依頼　　　　　　　　　　１７２部

③ボランティア連絡会加盟団体依頼　　　　　　　４３部

合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　２,７７５部

（回答数）

　２,５０３件（90.20％）

（有効回答数）

　２,４６１件（88.68％）

　※有効回答数　２,４７３部（89.12％）年齢別集計の場合

　※有効回答数　２,４８６部（89.59％）地区別集計の場合
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室蘭民報　ボランティア・福祉通信

初　　号
【2008年（平成20年）４月13日（日曜日）】

平成22年度基本方針の紹介
【2010平成22年）４月19日（日曜日）】

大久保会長就任
【2010年（平成22年）１月17日（日曜日）】

実践計画アンケート開始
【2010年（平成22年）５月15日（日曜日）】

　平成20年４月から、室蘭民報社の全面協力をいただき、毎月１回室蘭社協の事業やボラン
ティア活動を紹介し、平成23年５月号で38回目となる。
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